2009道本部組織労働局発第514号

２００９年９月７日

各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　三　浦　正　道
道人事委員会、札幌市人事委員会勧告期の取り組み（１）
１　若干の経過と情勢

（１）人事院0.22％、832円のマイナス、一時金0.35月、自宅の住居手当の廃止勧告

人事院は８月11日、月例給、一時金とも引き下げ、自宅にかかる住居手当の廃止などを内　容とする給与勧告を行いました。自治労・公務員連絡会は、月例給の水準維持、生活を守る一時金支給月数の確保、自宅にかかる住居手当の廃止の慎重検討を要求してきましたが、非常に不満な内容のものとなりました。勧告の内容は、①月例給は、0.22％、863円のマイナス改定、②一時金は、６月の支給凍結分0.2月を含めて史上最悪の0.35月のマイナス改定、　③自宅にかかる住居手当（新築・購入後５年間支給の2,500円）の廃止（月例給マイナス改定に含む）、④労働基準法改正を踏まえ、月60時間以上（日曜日相当週休日を除く）超過分にかかる超過勤務手当の割増率の引き上げと代替休暇の創設、というものです。
また、意見の申出・報告の主な内容は、①育児・介護休業法改正を踏まえた、国家公務員の育児休業法改正（意見の申出）、②地域別官民給与較差の公表、③非常勤職員について、人事院指針のフォローアップ、休暇等の整備による処遇改善、任用等の位置づけの検討、　④定年年齢の65歳までの段階的延長にむけての諸課題の検討という内容となっています。
（２）異例な早期閣議決定、内閣に抗議打電行動を実施

　政府は09人事院勧告が例月給与・一時金ともマイナス勧告であることから、衆議院選挙の投票日が間近に迫った８月25日には、給与関係閣僚会議で勧告の完全実施を決定し、その後の定例閣議でも同様に決定しました。この間、総務省とは勧告の取扱いについて、公務員連絡会と十分協議するとしていましたが、一方的に確認を破棄しました。その中で、総務省からは「現政権における指示に基づき着々と対応を行う」ということが表明され、旧自公政権の「最後のあがき」とも言える対応となったところです。

この閣議決定を受けて、公務員連絡会は、①極めて不満な内容であるが民間賃金の実勢を正確に反映したものであれば、受け止めざるを得ない、②拙速に決定したことは手続きに問題があり遺憾、③さらに地方公務員等のたたかいについて統一闘争態勢を堅持した取組みを進める、との声明を発しました。道本部としては、このような異例な閣議決定に対し、自治労全国大会期間中という厳しい日程の中でしたが、抗議の打電（総務省へは要請）行動を全単組に指示し、取り組みを実施しました。

（３）自宅所有者の住居手当関係

①　自宅所有者の住居手当については、一昨年より人事院内部において、国家公務員の財形融資の条件として、手当の措置が必要となっていたために、存続してきた経過にありました。しかし、2003年当時に比較して、財形融資を利用している職員数が10分の１以下となったことや個人の財産形成に手当を支給するのはどうかという理由を掲げ、手当存続の条件が国家公務員の実態から整わなくなったという判断の下で、09人勧において廃止に踏み切ることとなりました。

②　一方、地方公務員においては、国家公務員のような全国的な人事異動を前提とした人事政策ではなく、公宅が整備されているどころか、逆に定住促進策が長年にわたってとられてきました。現在では多くの自治体で廃止となっていますが、自治体内に住居を建設した職員に対して建設に伴う利子補給を制度化していた自治体もあり、これは、自治体内に住居を構えることによって、固定資産税等貴重な自治体独自の税財源を確保する視点からこのような政策がとられていたところです。

③　人勧期の交渉において、公務員連絡会は国家公務員と地方公務員の住宅政策の違いを強調して、自宅所有者の住居手当の廃止が何とか国家公務員特有の措置にできないかと人事院と交渉を行ってきましたが、人事院は基本的に一般職非現業の国家公務員に対する給与勧告を行うとの姿勢に終始し、報告などでは地公に対する実態の違いの明言はありませんでした。しかし、その一方で、今回の措置が国家公務員の実態に対する措置であることが強調され、それを元に公務員連絡会地公部会として手当廃止の理由について慎重に検討する姿勢を総務省に対して強く求めてきました。また、人勧の閣議決定前の総務省との交渉において、総務省は「廃止を基本とした見直しを行うことを助言したい」と回答しましたが、ア）支給対象職員数、金額の違いから、全て廃止とした場合、給与原資配分上国とは相当異なる取扱いをする必要がある、イ）支給されている職員とそうでない職員との均衡を失することなどを理由に「一律的に廃止すべき」との強い姿勢でないことを確認してきています。

④　自治労道本部としては、この間、住居手当廃止となった場合の総務省への対応は、安易に国に準じた措置を自治体へ助言するということではなく、総選挙の結果を踏まえた対応となるよう強く自治労本部に対して求めてきました。しかし、残念ながら８月25日には、旧政権において給与関係閣僚会議・定例閣議における完全実施の閣議決定が強行されました。よって、今後は今回の閣議決定が異例な決定であることなど、改めて新政権の下での対応を総務省に対して、強く求めていく必要があります。

（４）各人事委員会の動き

　　①　札幌市人事委員会

　　　札幌市においては、例年９月中旬に勧告が出されており、札幌市内の民間事業所の調査結果がどのような水準となるかによって、大きく勧告の内容を左右することになりますが、全国的な状況からさらに厳しい内容が予想されます。現時点では、すでに札幌市労連と人事委員会との交渉が始まっていますが、札幌市労連としては、概ね９月17日頃が勧告日と想定し、例月給与の維持や特に一時金について、0.05月支給水準が低いことなどを総合的に考慮させ、人事院勧告水準に止めるよう取り組みを強化しているところです。

　　②　北海道人事委員会

　　　地公三者共闘会議は６月26日に人事院勧告期の要求書を提出し、人事院勧告に向けた対応を行ってきましたが、９月８日に改めて、人事委員会勧告期に係る要求書を提出し、交渉を本格化する予定となっています。今年の勧告では、厳しい北海道の経済情勢を受けて、地場の民間企業の賃金水準にもよりますが、例月給与をはじめ、一時金の支給水準の大幅な減少など課題は多々ありますので、現在実施している一般職7.5％の独自削減を考慮した勧告をどのように出させるかが争点となる見込みです。

（５）寒冷地手当支給地域区分の見直しの動き

　　寒冷地手当の支給地域区分については、2004年の見直し以降、北海道においては、「当分の間、従前の支給地域とする」とされており、手当の経過措置期間が終了したことに伴い、検討を進めていたところです。道人事委員会の検討方向は、現時点では国の基準とする方向ですが、その内容では余りにも生活実感から一致しない支給地域区分となっていますので、地公三者共闘は北海道独自の基準を要求することとしています。

　　道本部加盟単組のうち、新得町をはじめ４単組が現在、国家公務員の基準とは異なって、北海道の区分で支給しており（国２級地、道１級地）、道が見直しを行えば、必然的に見直しを実施する方向とならざるを得ません。また、支給地域区分については、道の給与条例の変更を伴うことから、勧告事項とされており、10月上旬に予定される道人事委員会勧告が一つの節目となる見込みとなっています。

２　人事委員会勧告期の具体的な取り組み

（１）以上のような情勢を踏まえ、道本部としては引き続き地公三者共闘会議に結集して取り組みを強化します。

　　地公三者共闘会議と人事委員会等との交渉日程等については以下のとおりとなります。

　　○　要求書提出　　　９月８日（火）

　　○　地公三者共闘会議常任戦術委員会

　　　　　　　　　　①　９月14日（月）14時～

　　　　　　　　　　②　９月24日（木）15時30分～

　　　　　　　　　　③　10月１日（木）15時～

　　○　副知事交渉　　　９月14日（月）15時～　道庁９Ｆ交渉室

　　○　人事委員会交渉

　　　　　　　　　　①　９月14日（月）16時～　道庁別館11Ｆ人事委員会会議室

　　　　　　　　　　②　９月24日（木）16時30分～　同上

　　　　　　　　　　③　10月１日（木）16時～　　　　同上

　　○　勧告日　　　第３回道議会定例会最終日（＝10月９日（金）頃）予定

　　　大衆的な取り組みが必要な場合は、別途、指示文書にて提起します。

（２）寒冷地手当の支給地域区分の見直しに際しては、仮に国どおり定めるとした場合、道本部加盟単組で４自治体が影響することから、道人事委員会との交渉に該当単組から参加するなど、地公三者共闘に結集し取り組むこととします。なお、級地変更となった場合は激変緩和措置の確保を最重点にするなど、個別単組の事情に合わせて、具体的な対策を行うこととします。

（３）自宅所有者の住居手当については、①地方公務員の実態を総務省に認識させるとともに、②国を上回る措置を取ることによる交付税などの調整措置を取らせないことが一番の課題となります。すでに地域手当や寒冷地手当について、国を上回る措置を取る自治体においては、自治体の財政力に余力があるとされ、特別交付税などの減額調整を行われており、このような理念を180度転換させる取り組みが重要です。そのためには、新政権下における総務省対策が極めて重要となりますし、また、09賃金確定闘争期を含めて、中央段階での具体的な対策が強く求められますので、自治労本部等に対して問題意識の共有化と各地方から総務省に対する具体的な要請行動の展開等、強く意見反映して行くこととします。

　　　その際の取り組みの時期としては、９月を準備期間とし、10月中に具体的な行動（例えば総務省への要請行動や署名活動などの実施）を展開する方向で調整を図っていくこととします。取り組みの時期としては、09賃金確定闘争と結合した取り組みとして提起し、各単組段階の交渉を有利に展開できるよう準備を進めます。
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